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　　　　　売上総利益率（粗利率）または営業利益率の減少状況 特例個人②
屋　　号 ○△工業

従業員数 0 業　　種 製造業

B 売上原価 　C 経費（販売管理費） 合 計 額

164,477 714,687 879,164

要件 １ および 要件 2  の両方を満たす必要があります。

要件 １

令和６年の対象月の売上原価と経費（販売管理費）の合計額が30万円以上であることが要件となります。

要件 2

売上総利益率（粗利率）または営業利益率のいずれかが10％以上減少していることが要件となります。

（１）売上総利益率（粗利率）

令和 6  年 2  月
令和 6 年 1  月

の平均
営業等

令和 5 年 12  月

Ｂ売上原価 164,477 ｂ売上原価 148,393
①ー②

不動産

Ａ売上高 1,468,663 ａ売上高 1,554,745 農業

▲ 1.6
(A－B)÷A×100＝① (a－b)÷a×100＝②

（２）営業利益率

令和 6 年 2  月
令和 6 年 1   月

の平均
営業等

①売上総利益率

（粗利率）
88.8 ％ ②売上総利益率

（粗利率）
90.4 ％

令和 5  年 12  月
不動産

Ａ売上高 1,468,663 ａ売上高 1,554,745

Ｃ経　費

（販売管理費）
714,687 ｃ経　費

（販売管理費）
623,335

農業

農業

Ｂ売上原価 164,477 ｂ売上原価 148,393
営業等

令和７年受付分

市使用欄【判定結果】

(A－B－C)÷A×100＝③ (a－b－c)÷a×100＝④

要件１ 要件２ 申請判定

③ー④

③営業利益率 40.1 ％ ④営業利益率 50.3 ％

▲ 10.2

不動産

計算式に従って計算し

小数点第２位以下は

切捨て

① - ② または ③ - ④

のどちらかが10％以上

減少していれば

要件２ OK

B + C の合計額が

30万円以上あれば

要件１ OK

手書き用記入例
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